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本論文では, フィ ンランドにおける特別学校と基礎学校での聴覚障害児への取組を報告する。 フィ ンランドは, 世界で
初めて手話を意法に明記 (1995年) した。 さらに手話に関わるカリキュラムが整備され, ろう学校で手話を活用したバイ
リ ンガル教育が進められてきた。 このように手話に関わる法制が整備されてきた一方で, 他の先進諸国同様, 人工内耳装
用の拡がりとともに, ろう学校に就学する児童生徒数が激減している。 本論文では, フィ ンランドにおける聴覚障害児教
育の現状と課題を, 特に手話の位置づけや手話に関わる取組に焦点をあて, 現地調査により明らかにする。 現在2 つの方
向があった。 1 つは国立の特別学校を中心に, 聴覚障害以外の障害児に門戸を開き, 脱 「ろう」 学校へと向かう動き, も
う1 つは, 地方自治体の特別学校を中心に, 地域の基礎学校との統合 (あるいは基礎学校への吸収) へと向かう動きであ
る。 また地域の基礎学校側からも新たな取組が始まっていた。 
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1 . はじめに
聴覚障害児教育が大きく変化してきた。1 つには, 手
話の活用が挙げられるだろう。 長い間, 多くの国や地域
で, 手話は , それに対する偏見から, あるいは音声言語
の獲得を妨げるものと して, 教室から排除されてきた。 
しかしながら, 近年, 手話の自然言語としての社会的認
識が進み, 学校でも教育言語の1 つとして手話を活用す
る取組が進めら れつつある (鳥越 ・ ク リ ス タ ー ソ ン, 
2003)。 2 つには, 通常の学校や学級で教育を受ける聴
覚障害児童 ・ 生徒の増加である。 日本のみならず欧米諸
国でも, ろう学校 (聴覚特別支援学校) でなく通常の学
校が聴覚障害児の主要な教育の場と なってきている
(Antia, Kreimeyer & Reed, 2010; 鳥越, 2012a)。 その背
景には, 近年の人工内耳 (Cochlear Implant, 以下 CI と
する) 等, 補聴機器技術の発展により, 聴覚活用の可能
性が格段に拡がってきたことがあろう。 ただ聴覚障害児
教育において, 通常の学校 (学級) での教育実践が, 必
ずしも肯定的に捉えられてこなかった (Cemey, 2007)。 
例えば, イ ンクルーシフ教育の推進において重要な役割
を担った 「サラマンカ声明」(UNESCO, 1997) や国連
「障害者の権利条約」(United Nations, 2006) において, 
聴覚障害児はコミ ュニケーショ ン等, 他の障害児と異な
るニーズがあり, 必ずしもイ ンクルーシフな教育環境が
適切とは言えないことが記されている。 
*兵庫教育大学大学院特別支援教育専攻障害科学コース 教授
27 
(4) : 
本著者は, 近年 , 聴覚障害児へのイ ンクルーシフ教育
の新たな取組と して導入が図られているco-enrollment 
プロ グラ ム (Kirchner, 1994; Kreimeyer et al, 2000; 
Bowen, 2008) に焦点をあて, 具体的にどのように2 つ
の言語が教室に存在し, 教師がどのように協働し, また
聴覚障害児や聴児に対してどのように指導や支援がなさ
れているのか等, 実践の具体的な様子を報告してきた
(鳥越, 2011, 2012b, 2013, 2016)。いわば, 教室環境が
聴覚障害児にとってイ ンクルーシフでありながら, 同時
に手話と音声言語のバイリ ンガル教育実践がなされる試
みと言えるだろう。 いずれにおいても, 教室内に 2 つの
言語が存在し, 子どもたちはいずれかの言語を通して, 
情報へのアクセスが図られていた。 しかしながら, 様々
な形態の学習活動の中 (例えば, グループ活動等) , 情
報の複線的な流れに対するアクセスに時に困難があるこ
とも明らかになった。 単に言語の問題だけでなく, 教室
でともに学ぶという学習活動の在り方など, 通文化的な
視点も重要であることが指摘された。 学習が社会的に構
築され (ワーチ, 2004) , そのためには成員間で質的に
高い対話や相互交渉が重要であることを考えると, さら
に支援の方途の検討が必要であることが示唆された。
本論文では, フィ ンランドの聴覚障害児教育に焦点を
あてる。 フィ ンラ ンドでは, 他の欧米諸国と同様, 国の
教育施策と してイ ンクルーシフ教育が進められてきた。 
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その一方で, 世界で初めて手話を意法に明記 (1995年) 
し, 手話に関わるカリキュラムを整備し, ろう児のため
の特別学校で手話を活用したバイリ ンガル教育を進めて
きた。2015年にはさらに 「手話言語法」 が制定されてい
る。 このように手話に関わる法制が整備されている一方
で, c l 装用事例が激増し, 特別学校に在籍する聴覚障
害児は激減している。 このよう な状況の中, 現在 2 つの
方向がある。 1 つは国立の特別学校を中心に, 聴覚障害
以外の障害に門戸を開く, 脱 「ろう」 学校化への動きで
ある。 もう1つは, 地方自治体の特別学校を中心に, 地
域の基礎学校 (小学校と中学校を合わせた学校, 学年は
1 年から9 年まで) との統合 (あるいは基礎学校への吸
収) への動きである。 これと呼応するように, 基礎学校
の側からもイ ンクルーシフな新たな取組が模索されてい
る。 本論文では, 特に, 手話の位置づけや手話に関わる
取組に焦点をあて, フィ ンランドにおける聴覚障害児教
育の現状と課題を, 現地調査により明らかにする。
現地調査は, 2013年, 2016年, 2017年及び2018年に行っ
た。学校訪問では, 授業の見学と担当教員へのインタビュー
を実施した。 実施中は, 主にフィ ールドノートにメモを
記録し, 終了後, 内容を詳細に再構成した。 またフィ ン
ランドの教育省等の文書, 学校が発行したパンフレット
やホームページの資料も活用した。 
2 . フィ ンラン ドにおける手話に関わる法制化
前述の通り, フィ ンランドは意法で手話を規定した。 
同第17条に, フィ ンランド語, スウェーデン語(この2 
つが公用語) , サー ミ語, ロマ語に加え, 5 つ目の言語
として手話が加えられた。 同条第3 項に 「手話を使用す
る人及び障害のゆえに通訳または翻訳の援助を必要とす
る人の権利は, 法律によってこれを保障する。」 とある。 
また言語法の中に手話がフィ ンランドの言語として追加
され, 国の言語政策を検討する役割を担う言語研究所に
手話に関する委員会が設置された。 2010年には, フィ ン
ラ ンドろう協会と共同で, 「フィ ンランド手話の言語政
策プログラム」 が報告され, フィ ンラ ンドにおける手話
の歴史と現状, 今後, 国として取り組むべき言語政策プ
ロ グラムについて提言されている。 さらに2015年には, 
手話言語法も制定された。
教育の分野では, 1998年に改正された教育法に, 学校
で, 手話を教えたり, 手話で指導したりすることができ
ると規定され, カリキュラムにも手話に関わる教科が入
り, いわゆるバイリ ンガルろう教育がスタート した。 現
在は, フィ ンランド基礎学校コアカリキュラム(以下 , 
「コアカリキュラム」 とする) の中に 「母語としてのフィ
ンランド手話」 が教科として含まれている。 この教科の
対象とする子どもは, 「ろう児」 でなく 「手話使用者」
と規定されている。 「コアカリキュラム」 の第6章 3項
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に 「手話使用者」 に関して, 「聴力を全く持たないか, 
限られた聴力か, 正常な聴力を持つ。 彼らのネイティ ブ
な言語はフィ ンランド手話である。 彼らは手話を第一言
語と して学んだ。 彼らにとって手話は最もよく獲得され
た言語であり, 日常生活の中で最もよく使われる言語で
ある」 としている。 聴覚に障害がなく ても, 手話を母語
と しているのであれば(例えば, 両親ろう の聴児; 
Child of Deaf Adult, CODA, 以下 「コーダ」 とする) , 
この教科の対象となる。 憲法の規定にも 「ろう者」 でな
く 「手話使用者」 とあり, まさに 「障害」 よりも 「言語」
と しての位置づけがより明確になっていることが特徴的
で あ る (注1 )。
「コアカリキュラム」 の第7 章で, 各教科の学習目標
や内容が示され, 手話使用者のために3 つの科目, 「母
語と してのフィ ンランド手話」 「フィ ンランド手話使用
者のためのフィ ンラ ンド語」 「フィ ンラ ンド手話使用者
のためのスウェーデン語」 が記載されている。
「母語としてのフィ ンランド手話」 の指導目標として, 
「手話アイデンテイテイを強化し, 自分の言語や文化が, 
マジョリティの言語や文化と同等であると価値づける」
ことを学ぶとある。 シラバスには, 学年ごとの目標, 核
となる内容, 学習終了時に達成されるべき能力や技能が
明記されている。
核と しての内容には, 「コミ ュニケーショ ン」 「言語の
認識」 「文化の認識」 「文学」 の4 つの領域が設定されて
いる。 「コミ ュニケーショ ン」 では, 手話による理解や
表現, 自分の感情や思考の表現, 話し合いへの参加等, 
手話の運用能力 (スキル) の獲得 ; 「言語の認識」 では, 
手話の言語的な特徴についての知識, 特に語彙や文法に
関する知識の獲得, 他の手話言語やフィ ンランド語との
対照を通した深い理解; 「文化の認識」 では, ろう者の
文化 , ろう コミ ュニティ に関する知識や行動のルールの
学習, アイデンテイテイの確立; 「文学」 では他の3 領
域の知識をもとに, 様々な手話テキスト (映像資料も含
め) について学習すること, が挙げられている。
こ のカ リ キ ュ ラ ムの具体的な実現に関 し ては, 
Takkinen, R. 氏 (ユウ'アスキユラ大学) (注2) によると, 
手話を母語とするろう児に対して, 主として聴覚障害児
のための特別学校 (ろう学校) で手話指導が実施されて
いる ; ただ指導内容の記載は抽象的であり, 教材センター
等で教材や教具の開発はなされているが, 具体的な指導
は, 各教師の創意, 工夫にゆだねられている; ろう学校
が縮小し, なかなか言語集団の形成が困難になりつつあ
る ; 多く の聴覚障害児が通常の学校に在籍しているが, 
そこで手話指導はほとんどなされていない。 ろう児のた
めに手話通訳者を配置されることがあるが, 質の高い手
話通訳の確保が人材的にも予算的にも困難である; c l 
を装用して, 第一言語と してフィ ンランド語を習得しつ
聴覚障害児のインクルーシフ教育の展開 ( 4 ) 
つある (一般的にはそう考えられている) 子どもに対し
ては, たとえ手話学習のニーズがあったと しても, 手話
教科の適用がなされていないなどの課題があると されて
いる (以上, 私信による)。 
3 . 国立の特別学校の取組
フィ ンランドに聴覚障害児を対象とした特別教育を担
う国立学校は3 校である。 現地調査は, 2 校については
2013年に, 1 校は2013年および2018年に実施した。
ミカエル(Mikael) 学校
この学校は, フィ ンランド中部ミ ツケリ市にある。 コ
ンサルティ ング教師であるA 氏に学校の案内とイ ンタ
ビューをお願いした。 まず学校の現状の説明を受ける。 
開口一番 「悲しいことに, もうこの学校にろう児はいな
い」 と言う。 最後のろう児が前年に卒業して, 現在は難
聴児 (あるいはc l児) が数名いるだけとのこと。 それ
以外の在籍児は言語障害児 (いずれも健聴) が50人ほど。 
A氏はろう教育の専門家で, 何十年もろう教育一筋でやっ
てきた。 数年前までたく さんろう児がいたのに, 「あっ
という間にいなく なってしまった」 と言う。 手話を母語
とする児童がいなく なったため現在学校の中で手話を使
う機会がほとんどない。 ろう教師もいない。 学校に以前
手話通訳者が 2 人採用されていたが, 今は 1 人になって
しまい, 主に難聴児に週 1 回手話の授業を行っているだ
けと言う。
おおよその説明の後, 授業を見学した。 まず3 年生と
5 年生の合同クラスでフィ ンランド語の授業を見学する。 
児童は 6 人 ( 1 人が聴覚障害で, c l 装用, 他は聞こえ
る言語障害児)。 教師は主教師とアシスタント教師の2 
人。 一斉授業の形式でなく, それぞれ個別に学習課題を
持っていて, それを教師の支援を受けながら進めていく
よう な形態であった。5 年生の 2 人の児童が, スマート
ボードを使って助け合いながら フィ ンラ ンド語の勉強を
している。 この2 人のうちの1 人がCI装用児。 2 人は
スピーチだけでコミ ュニケーショ ンしていた。 一人で机
に向かって教科書とワークブックでフィ ンランド語の勉
強している児童もいる。 3年生の 2 人の児童は, アシス
タント教師と一緒に, カードを使って勉強。2 人ペアに
なって, カードにある絵をことばで説明。 それを相手に
当てさせる (スリ ーヒ ント ゲームのよう なもの)。 言葉
に課題を抱えている他, 心理的にも難しさを持っている
とのことであった。 聴覚障害を持つ児童は一人のみで, 
あとは聞こえる児童であった。 手話は使用されずスピー
チのみによるコミ ュニケーショ ンが用いられ, 指導がな
されていた ( この後に見学した教室はすべて聴児のクラ
スだったため, 省略する)。
今後の聴覚障害児教育について, A氏の話をまとめる。 
フィ ンランドのろう学校の将来は非常に厳しい。 ただ聴
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覚障害児が通常の学校の中でうまく やっているかという
と必ずしもそう でないことは認識している。 ただその認
識が通常の学校の教師となかなか共有できていない。 他
の欧米の国で人口の多いところでは, ろう学校も成り立
つだろう。 また通常の学校にろう児 ・ 難聴児を集めての
取組も可能だろう。 でもフィ ンランドは人口が少なく, 
また国土が広く, 人口密度も高く ない。 通常の学校に複
数の聴覚障害児がいることは非常にまれである。 ろう学
校による地域支援が必要だが, それもなかなかうまくいつ
ていない。 フ ィ ンラ ン ドには, ヴェルテリ (Velteri : 
National service network for special needs education) と
いう教育支援システムが作られており, 8 つの国立の特
別学校が, 地域への支援サービス機能を果たしていて, 
ミ カエル学校もその一翼を担っている。 この学校の対象
は, 言語と コミ ュニケーショ ン(聴覚障害も含まれる) 
や対人関係に障害のある子どもで, 2 人のコンサルティ
ング教師が担当している。 地理的に広い地域を担当し, 
しかもその対象となる障害も広範囲にわたり, なかなか
継続して質の高い専門性のある支援を行う ことが困難に
なっているとのことであった。
メルカルターノ(Merkartano) 学校
フィ ンランドの北部オウル( 0ulu) 市にある国立特別
学校である。 学校の案内は, アシスタント教師のB氏
が対応してく れた。 彼は正規の教師ではないが, 聴覚障
害児を主に担当し, 手話通訳も兼務している。 現在の在
籍数は60人。 その中で, ろう児は1 人, 難聴児 , c l児
は20人ほど。 それ以外は健聴の言語障害児とのことであっ
た。 クラスはここでも複学年( 6 ~ 11歳, 11~ 15歳, 16 
~ 18歳の 3 つのクラス) で構成され, しかもそこに複数
の障害が含まれていた。 ろう教師はおらず, ろう者のア
シスタント教師が何人か採用されていた。
まず低学年のクラスを見学した。 すでに朝の会が始まっ
ていた。 児童数は, 20人ほど。 ろう児が1 人, 難聴児が
数人。 他の障害と しては, 言語障害 (デイスレクシア) 
や自閉症児で, いずれも知的障害はないとのことだった。 
朝の会だけ全員が集まる。 子どもたちの前で1 人の教師
が声で話し, その隣でB氏が手話通訳をしていた。 実
際の学習ではクラスをさらに3 つぐらいに分けて小グルー
プで学習を行う。 課題によっては個別指導も行う とのこ
と。 柔軟に指導の体制を組んでいる。 クラスを観察して
いると, 手話で盛んに話しかけてく る子どもがいた。 初
めは聴覚障害児と思ったが, 実は健聴の言語障害児だっ
た。 このクラスでは, 手話の授業もあり, 聴覚障害児と
一緒に言語障害児も手話を学んでいる。 ただし手話と言っ
ても, あく までも手話単語のレベルであった。 子どもた
ちに話しかけるとき, 声だけで話しかけるときもあるが, 
多くの教師が声と一緒に手話を併用していた。 B氏によ
ると, B氏が教員向けの手話研修も担当して, ほとんど
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の教師が何らかの形で手話ができるとのこと。 教室では, 
声だけであったり, 手話であったり, 口話付き手話であっ
たり, 手話通訳がついていたり, 柔軟なコミュニケーショ
ン環境にあった。 ただ児童同士の会話は声のみが多い。 
また使用されている手話は日常会話程度のレベルで, ろ
う学校で本来期待される, 集団での手話を使ったダイナ
ミ ックな対話や協働学習のような取組はこの学校では見
られなかった。
B氏による手話の授業も見学した。児童は10人ほどで, 
ろう児, 難聴児 (c l児) , 聴児 (言語障害) がいた。単
語の学習が中心であった。 OHPでフィ ンランド語の単
語と絵を示し, B氏は, 声を出しながら, 1 つ 1 つ手話
単語を子どもたちに教えていく。 それを子どもたちが真
似をして表現する。
授業見学のあと, コンサルティ ング教師c 氏と言語
聴覚士 D 氏にイ ンタ ビューを行った。 c 氏はもと もと
聴覚障害の専門ではなく, 教員養成大学を卒業後, 通常
学校の教師になり, その後大学院で特別支援教師養成の
プログラムに入り, 特別支援教師になった。同じような
コンサルティ ング教師が5 ~ 6 人いる。 ほとんど学校外
で支援している。 内容は, 通常の学校の教師にト レーニ
ング (講習 ) やコ ンサルテーショ ンを行ったり, 教材作
り を行ったり とのこ と。 ただこの学校の支援サービスを
利用すると, 地方自治体がその費用を負担する必要があ
る。 支援の内容や頻度については, 地域の学校と話し合
われるが, 地方自治体の財政状況にもよる。 フィ ンラン
ドは国土が大きく, 人口密度が低いので, 地域支援も大
変とのこと。 この学校は国の北部全体を担っているので, 
ラ ップラ ンドの方に行く こともある。 D氏からは, フィ
ンランドではますますc l の手術年齢が早まり (生後 9 
か月から1 歳の間) , しかも両耳で行われるのが一般的
だとのこと。 その結果, 多く の医師は, c l 装用の効果
は格段に高まっていて, 大半は通常の学校で問題なく, 
うまく やっていると認識している。 ただし本当にうまく
できているかは, 病院しか情報を持つていない。 何らか
の課題が見つかって初めてここに支援を求めるシステム
だとのこと。 D氏も地域の学校に支援に入ったり, 地域
の学校から来た児童生徒に支援を行つたり している。 地
域支援に関して, 様々なメニューがある (児童生徒が学
校に来てのアセスメ ントや指導, 教師へのコ ンサルテー
ションや研修, 巡回相談など) が, やはりここでも費用
の問題が話題になった。 支援の旅費等を地方自治体が負
担することになるので, 手厚い支援をしよう とすると, 
自治体の財政を圧追することになり, 自治体はそれをで
きるだけ抑えよう としているとのことであった。
オネルヴァ (0nerva) 学校
この学校は, 以前はハウッカラ ンタ学校と呼ばれてい
た。 フィ ンランドで伝統のあるろう学校(1894年創立) 
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の一つで, ユウ ァスキユラ市にある。 現在は盲学校と合
併して, 現在の名称に変更となった。 この学校には2013 
年と2018年に訪問しているが, 以下の記述は主に2013年
の訪問時のもので, 最後に2018年時に得た情報を追加す
る o
コ ンサルティ ング教師であるE氏に学校の案内とイ
ンタ ビューをお願いした。 彼女は, ろう教育のベテラ ン
で, 在校生の指導をするだけでなく, 保護者支援や通常
の学校に在籍する聴覚障害児の支援にもあたっている。
この学校は, ろう児, 難聴児, 言語障害児, 盲児のた
めの国立の特別学校であり, 地域の学校に在籍する聴覚
障害児への支援を行う リ ソースセンターも併設されてい
る。 現在, 学校部門より も, このリ ソースセンターの仕
事の割合が大き く なっている。 リ ソースセンターの仕事
の内容は, 児童生徒への直接的な支援の他, 通常学校の
教師へのコンサルテーショ ン, 教員研修の企画運営, 教
材の開発等とのこと。 地域の学校に在籍する児童生徒と
の関わりに関しては, この地域にいる聴覚障害児をすべ
て把握している訳でなく, あく までも相手側から依頼が
あったときのみ行う。 そのため問題がかなり難しく なっ
てからの相談となるケースが多い。 学校と して, 地域の
聴覚障害児の状況 ( どこにどれく らい聴覚障害児がいる
かなど) を知る手立てがない。 多 く がc l を装用してい
るので, 病院が聴覚障害児を抱え込んでいて, なかなか
教育関係者が関わることが難しい。単発的な相談に終り, 
組織的, 系統的, 継続的な関わり (あるいはネットワー
クの構築) が課題だとのこと。
学校部門の在籍児童 ・ 生徒は, およそ120人。 う ち聴
覚障害児が20人, 視覚障害児が30人, 言語障害児が70人
ほど。 聴覚障害児の場合, 特に低学年が少ないのが特徴
的である。 その理由を聞く と, c l の装用が進み, 就学
時まず通常の小学校に入学することが多く, そして年齢
が上がるにつれ, 適応できずに, この学校にやってく る
ケースが多いためと考えている。 また移民と してフィ ン
ランドにやってきた場合, その子どもの年齢が高いこと
も一般的だとのこと。 その後聴覚障害児が学んでいる教
室をいく つか見学した。 いずれの教室も3 名から5 名程
度の児童生徒がおり, 聴覚障害以外にも他の障害をもっ
ている場合が多いとのことであった。 ろう教師が何人か
いて, ろう児のクラスでは手話を使用してのバイ リ ンガ
ル教育が実施されていた。
E氏に学校の現状と課題について話をうかがった。 ろ
う児のための国立の学校や地方自治体が運営しているろ
う学校もいく つかあるが, いずれも聴覚障害児の在籍数
がどんどん少なく なっている。 特に地方自治体が運営す
る学校はどんどん閉鎖されていたり, あるいは他の障害
児の学校に統合されている。 また在籍数が少なく なると, 
児童生徒たちは別のより多く児童生徒のいるろう学校に
聴覚障害児のインクルーシフ教育の展開 ( 4 ) 
転校することもあるそう だ。 その結果ますます学校の数
が少なく なる。 この学校も来年度9 人増える予定とのこ
と。
在籍する子どもたちの背景は様々である。 幼児期から
ここの学校にずっといる児童もいるし, 地域の学校に 1 
年か 2 年いて, 難しく なって, ここの学校に転校してく
るケースもある。 また最近2 人の児童がここから地域の
学校に転校した。 親の意向もある。 この学校に就学する
場合, 居住する地方自治体が就学に係る経費を負担する
必要があるとのこと。 また地域の学校に在籍する聴覚障
害児がアセスメ ントのために来る場合(だいたい3 週間) 
も, 地方自治体が経費を負担する。 とても高額になるの
で, 自治体の教育関連予算を圧迫する。 自治体は予算削
減のため, 国立の特別学校に就学させるのでなく, 地元
の学校 (結果としてあまり支援のない) に行かせよう と
することもあるらしい。
地域の学校に在籍する聴覚障害児への支援は制度的に
は 2 つある。 1 つはコンサルティ ング教師が地域の学校
を訪問すること。 何か問題を持った時, 学校から依頼が
あり, 訪問する。 たいてい1 日 (回) で終わる。 担当教
師や管理職に話をしたり, 保護者から相談を受けたり, 
関係者にコ ンサルテーショ ンを行ったり などしている。 
もう1つは, アセスメ ント(評価) のためにこの学校に
児童がやって来ること。 アセスメ ントには, 言語聴覚士, 
心理士 , 教師など, いろんな専門職が関わる。 通常は3 
週間かかる。 その間, この学校の児童と関わることがで
きる。 ただ地方自治体としては経費がかかるので期間を
短く したい。2 週間で行うこともある。 基本的には1 回
のみで, 何度もろう学校に来ることはない。 ノルウェー
やスウェーデンで行われている 「訪問週間」 (地域で学
ぶ聴覚障害児が定期的にろう学校を訪問して, そこで学
習に参加する制度) を知つている。 フィ ンランドでもそ
のニーズがあり, 是非やりたいと考えているが, まだ制
度としてはないとのこと。 地域にいる聴覚障害児が集ま
る場, その機会を作る必要があると感じている。多く の
場合, 地域の学校に在籍する聴覚障害児はたった1 人で, 
他の聴覚障害児に出会う機会がない。 地域の学校にコン
サルテーショ ンに行ったとき, 手話の必要性 (現在は手
話なしでそれなりにできていても, 将来は必要) を話し
ている。 その中で, 手話を学びたいという児童も出てき
ている。 イ ンターネ ッ ト等(あるいはビデオを作って) 
を使って, 手話を学ぶシステムも構築されつつあるとの
こと。 ただし実際に成人ろう者に出会って学ぶという機
会はなかなか作ることができていない。
最後にE氏に学校の今後と聴覚障害児教育全般にわ
たってうかがった。 ろう学校が他障害の子どもも受け入
れるようになり特別学校になりつつある。 また通常の学
校との統合も試みられつつある。 その中で, 活用される
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手話の質が問われる。 ろう教師が重要な役割を果たすが, 
なかなか苦戦している。 ろう児が激減しろう教師を採用
できない学校も多い。 制度上の制約もある。 フィ ンラン
ドでは多く のろう教師が, クラス教師 (通常の学校の教
師) の資格しかもっていない。 フィ ンランドでろう教師
の役割は, これまで手話を使用する 「通常の教育」 とい
う枠組みで捉えられ, 特殊教育の枠組みではない。 これ
までろう者団体も, 「障害」 という枠組みでなく, 「言語」
と しての枠組みで, 手話に関わる運動を進めてきた経緯
がある。 従って, 他の障害も受け入れる特別学校になっ
てしまった 「ろう学校」 にそのまま勤められない。 新た
に特別支援教育を担当できる教員としての資格が必要と
のこと。 また特別学校の中でも, ろう児が少なく なって
いるので, ろう教師がフルタイムで働く と しても仕事が
ない。 管理職はろう者でなく, 手話のできる健聴 (ある
いは難聴) の教師を採用したがると言う。 全国的にろう
学校が縮小傾向にあり, ろう児 ( とその親たち) は少し
でも集団のある学校を目指して転校することが頻繁にあ
る。 その関係で本校は来年度, 少し児童が増えるがただ
それも一時期の現象である。 地域の学校では, 必要があ
れば, ろう児に支援がつく。 手話通訳が付く ケースもあ
るが, 人の確保がなかなか難しい。 これも地方自治体の
裁量に任されている。 支援内容やその頻度についての法
律による規定はない。 意法には手話は 「言語」 と して位
置付けられているが, 教育の現場での実際との接続がう
まく なされていない場合もあるよう だ。
2018年に訪問時, 学校が新しい場所に移転し, 新しい
校舎ですべての生徒が学んでいた (以前は, 盲児のため
の校舎が別の場所にあった)。 聴覚障害児の在籍数はあ
まり変わっていなかった。 それぞれ障害別のクラスがあ
り, 聴覚障害児が他の障害児と一緒に学ぶことはほとん
どないよう だった。 いく つか授業を見学したが, ろう児
と難聴児は同じクラスにおり, 難聴児も手話を学ぶ機会
があるようだった。 具体的な指導は個別指導が多く, 子
どもの使用する言語によって(手話, フィ ンランド語, 
あるいは口話併用手話) , 教師が対応していた。 さらに
新たな取組として, イ ンターネットを活用した遠隔手話
指導が拡がりつつあり, 地域の学校に在籍するろう児や
コーダの児童 (計 3 名) に対してろう教師が手話指導を
行っていた。 遠隔指導のため地方自治体が負担する経費
が抑えられ, 今後希望者が増える見込みとのことであっ
た。 E氏によると, いずれ手話指導だけでなく, 他の教
科指導にも拡げたいとのことであった。
まとめ
訪問した3 校についてまとめると, まず聴覚障害児の
在籍数が非常に少なく なっていること, 特に手話を母語
とするろう児が激減し, そのためろう教師や手話通訳者
が採用できず, バイリ ンガル教育の実施が困難になりつ
鳥 越 隆 士
つある。 その結果, 障害を越えた取組 (盲学校との統合
やクラスに他障害や重複障害を含めた構成) が広がり, 
たとえ手話を活用しても, 手話そのものの質が低下し, 
口話付き手話など, ト ータルコミ ュニケーショ ンの枠組
での手話活用になりつつある。 難聴児やc l児に関して
は, 第二言語と しての手話の役割についての認識が欠如
あるいは認識されていても制度と してそれに対応するシ
ステムが構築できていない状況がある。 また地域の通常
の学校に在籍する聴覚障害児に対する支援に関しても, 
その経費を自治体が負担するため, 必ずしも継続的で, 
また十分な取組になっていないことが示された。 ただ児
童の集団が確保されているところでは, バイリ ンガル教
育も実施されており, また難聴児, c l児も手話が学習
できる環境が保たれていた。 さらに地域支援として遠隔
指導でろう児やコーダ児に手話を指導する試みが広がっ
ていたことは手話に関する取組として期待できるところ
であろう。 
4 . 地方自治体が運営する特別学校の取組
地方自治体が運営する特別学校2 校 ( ト ゥルク市とヘ
ルシンキ市) で現地調査を行った。 前者は2013年に, 後
者は2013年に訪問した後, 2016年, 2017年および2018年
に訪問している。
マルム (C.0.Malm) 学校
この学校は, もともと フィ ンラ ンドで初めて創設され
たろう学校である (校名にあるC.0 Malmは創設者であ
るろう者の教育者の名前である)。 現在はト ウルク市に
よって運営されている特別学校であり, 現在の敷地に
1988年に移転してきた。 隣に通常の小学校があり, 様々
な共同事業を試みつつある。 なお中学部は, 別の中学校
の敷地内に移転している (中学部には訪問していない)。
ろう教師のF氏に学校案内とイ ンタ ビューをお願い
した。 児童数は133人, うち, ろう児が8名, 難聴児が
4 名で, 残りは言語障害児である。 ろう教師は彼女1 人
のみ。 他にろうのアシスタント教師がいる。 早速授業を
している教室を案内してもらう。 最初のクラスは美術の
時間で, 8 歳から15歳の 8 人の児童がいた。 ろう児や難
聴児が中心で, 自閉症児や言語障害児もいる。 教師は, 
アシスタント教師も含め, 数人で, みんな手話を使って
いる。 授業では, 少し前に美術館に見学に行ったので, 
それぞれが経験したことを絵で表現する課題。 教師たち
が, 子どもたちが描いた絵について対話をしたり, 質問
したり, アドバイスしたり している。 移民をバックグラ
ンドに持つ児童が多いとのこと。 就学時には, そもそも
言語を持つていなかった児童もいる。 フィ ンランド手話
に接して, どんどんコミ ュニケーショ ンできるようになっ
た。 ただフィ ンランド語はまだ十分に習得できていない。 
家庭ではフィ ンランド語とは異なる音声言語が使われて
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おり, 親たちもなかなかフィ ンラ ンド語やフィ ンラ ンド
手話が習得できていないと言う。
次に 5 年生のクラスを観察する。 英語の授業で, この
クラスは小学校との共同事業と して行われている。 児童
は20人ほどで, 中に聴覚障害児 (c l 装用) が 1 人いる。 
教師は小学校の教師である。 教師が音声のみでFM マイ
クを使って授業を行っていた。手話はなかった。 コンピュー
タ画面を使っての授業で, ソフト を使って児童に発音さ
せたり, 質問して答えさせたり している。 児童が質問に
答えるとき, 聴児は小さな声で答えることが多く, その
声がなかなかc l児の耳に到達しないだろう との印象を
受ける。 あとで校長に聞く とこのクラスは, 英語の学習
に困難な子どもたちだけを集めての特別授業とのこと。 
F氏はいずれ手話も取り入れたクラスを作っていきたい
と希望を持っている。
次に訪れたのは1 , 2 年生 7 人の合同クラス。 美術の
授業で, 課題は先ほどのクラスと同様。7 人のう ち2 人
がろう児で, この2 人は兄弟で, よく手話を使っている。 
他の 5 人は言語障害を持つ聴児であった。 ここでも聴児
とろう児が同じクラスで授業を受けている。 ただこの教
師はコーダで手話ができるため, みんなに話すときは, 
手話と声を併用して, 個別に関わるときは聴児には声だ
け, ろう児には手話だけと, 柔軟に使い分けている。 ま
た手話のできるアシスタ ントが1 人いた。 ただ子どもの
発言を声や手話に通訳することはなく, 聴児とろう児と
の間に関わり も見られなかった。 ろう児と聴児が1 つの
クラスでと もに学ぶという より も, 2 つのクラスが1 つ
の教室にある (複式学級) との印象を受けた。
F氏による3 年生の理科の授業を見学した。 児童はろ
う児2 人 ( 3 年生) のみ。 鳥がテーマ。 教師が教科書を
手話で読み, 手話で内容を解説したり, 発問したり して
学習を進めていく。 次にワークブックを用い, これは個
別に学習を進めていた。 授業中, 児童同士 , あるいは教
師と, 学習に直接関係のあることや関連する経験も含め, 
よく対話をしている。 通常の教室と変わりない(ただ教
師も児童もろうで, 手話が使われている) 授業との印象
を受けた。
手話の授業を見学した。 ろう教師2 人 (F氏と非常勤
の教師) が担当。 これにろうのアシスタント教師1 人も
加わる。児童は全部で12人。 すべて手話使用者 (ろう児
8 名, c l児 2 名, コーダ2 人)。 c l児 2 名は手話へのニー
ズがあるという判断で参加していたが, 通常は c l児や
難聴児は参加しない。 手話を母語とする手話使用者のみ
に限定されている。 コーダが参加するのは, フィ ンラン
ドの意法でも保障されている, 手話を母語する子どもに
対する教育の枠組であるとのこと。 この授業のために2 
人は少し離れた小学校からタクシーでやってく る (移動
の費用は公費でまかなわれる)。 ろう者である親が地方
聴覚障害児のインクルーシフ教育の展開 ( 4 ) 
自治体に対して要望し, 認められたそう だ。 このよう な
措置を受ける聴児 ( コーダ) は全国で10人く らいいるそ
うだ。
子どもたちは半円になって座り, デイベ一 ト を中心と
した授業がなされた。 まず2 人のろう教師が子どもたち
にモデルを示す。 1 つのテーマに対して, 賛成と反対の
意見を表明する。 2 人の間での手話の対話, 掛け合いで
議論が展開していく。 その後子どもたちは2 つのグルー
プに分かれ, 対面に座って議論する。 取り上げられたテー
マはアイスクリームについて。 「よい」 と 「悪い」 のグ
ループに分かれて, デイベ一 トが進んだ。 おいしいとか, 
暑いときに食べると気持ちがいいとか, べちよべちよし
て汚れるとか, 溶けるとか, 太るとか, いろんな発言が
ある。 その都度教師がいろんなア ドバイスをする。 例え
ば, 一人で勝手に思いついたことを話すのでなく, みん
なで相談して議論を組み立てるとか, 相手の発言に関連
付けて発言するなど。 また発言をあまり しない児童の脇
に行って発言を促していた (「こんなことを話したらい
いよ」 と陰でアドバイスする)。 児童同士も互いにアド
バイスしあう場面もある。
見学時, 校内で多くの教員がろう教師であるF氏と
手話で直接対話していた。 学校全体として, 手話に対し
て意欲的に取り組んでいこう とする姿勢を感じた。 また
ろう教師の役割が十分に認識されている印象を受けた。
F氏にイ ンタビューを行った。 F氏は1992年に教師と
なった。 フィ ンランドでは, ろう教師と して2人目だそ
う だ。19世紀, ろう教育がスタート したときには, 手話
も使われ, ろう教師もいたが, 口話法に変わり, 長らく
フィ ンラ ンドにはろう教師はいなかったそう だ。 F氏は
教員養成大学で学び通常の学校の教員資格を得た後, 特
別支援教師なるためのコースも修了した。 F氏はフィ ン
ラ ン ドのろう協会の活動も行っている。 F氏のよう にろ
う者社会の中核にいるろう教師がいることによって, ろ
う児が少なく なったこの学校でも, ろう者社会を身近に
感じることができるのだろう。 この学校の中学部が最近
別の敷地 (地域の中学校) に移転し, 中学部担当の教員
も一緒にそちらに移動した。 もちろんろう生徒(難聴児, 
c l児も含め) にとって, 通常の中学校との共同事業を
行えるという メ リ ットはあるが, 小学部と中学部が分か
れ, 集団そのものが小さ く なってしまう デメ リ ット もも
たらされていると言う。 F氏は学校の唯一のろう教師と
してその中学校に週に2 時間だけ行って手話による支援
を行っているそう だ。 手話に関するプロ ジェクトは他に
もいろいろと模索しながら行っている。
校長とも意見交換を行った。 校長自身, ろう教育出身
とのこと。 ろう教育の将来は厳しいと言う。 「ろう」 の
子どもの数がそもそも少なく なってきていて, ろう児だ
けでは学校として成り立たない。2002年から健聴の言語
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障害児を受け入れ始めた。 地域の通常の学校に在籍する
聴覚障害児への支援についても考えている。 現在取り組
んでいるのは, 隣接する学校との共同事業。 聴児で学習
に何らかのニーズのある子どもたちを集め, そのクラス
に c l児が入って一緒に勉強している。 通常のクラスへ
の聴覚障害児の参加はまだ模索中とのこと。 単にスピー
チができる聴覚障害児のイ ンクルー ジョ ンにと どまるの
か, 手話も含めて考えていく (その際, 手話通訳の配置
が必要) のか, 共同事業の範囲と内容について, 小学校
側との議論が必要とのことであった。
アルバーテイン (Albertin) 学校 (統合後はピタヤン
マキPitajanmaki基礎学校)
統合前
2013年 3 月に 1 回目の訪問を行った。 この学校は, ヘ
ルシンキ市にある特別学校である。 半年後の新学期 ( 9
月) から同じ敷地内にある基礎学校との統合が計画され
ており, 訪問時はその準備の真っ只中であった。
特別支援教師の G氏に学校の案内とイ ンタ ビューを
お願いした。 もともとろう学校であったが, 在籍児童が
減少して, 他の特別学校と同様, 健聴の言語障害児も受
け入れるよう になった。 さらに数年前に現在の基礎学校
の敷地内に移転した。 聴覚障害を持つ在籍児童数は35人
ほど (そのう ち, ろう児は10名弱 , 残りは難聴児 ; c l 
児は音声言語への依存の程度により, ろう児か難聴児に
カテゴライズされる)。 ろう児と難聴児は別のクラスに
なっている。 教員にろう教師2 名, ろう アシスタント2 
名おり, ろう児クラスは主にろう教師が担当, 手話を用
いて指導が行われている。 難聴児クラスは健聴の教師に
よって, 主にスピーチを用いて(手話を併用して) 授業
が行われている。
まず難聴児クラスを見学する。児童は8 人。年齢は様々
で, 6 歳から9 歳までいる。多く が移民を背景にもつ家
庭の子弟。 教師は健聴で, アシスタントに難聴者が1 人
いる。 教師は主に声 (FM マイクを使用) を使いながら
指導しているが, 時々手話を併用していた。 児童はほと
んど声のみでしやべつていた。 1 人ずつ前にでて自己紹
介してく れた。 が, 年齢が低く, 言葉も不明瞭でなかな
かスムーズにできない。 教師の助けを借りながら何とか
自分の名前を言う子どももいる。 名前を言う時, 指文字
を使おう とすると, 教師が声だけで言いなさいと言う。 
彼女によると, 指文字をしながらだと声に集中できない
と言う。 その後, 特別活動の授業に入る。 少し前に行っ
た社会見学についてのまとめの授業だった。 アルバムに
まとめられた写真で見ながら, どんな施設だったか, そ
こでどんな活動を行ったかなど, 子どもに質問したり, 
対話をしたり しながら経験したことを振り返っていた。
次に訪問したのはろう児のクラス。 ここも8 人で, 年
齢も6 歳から9 歳く らいまでであった。 担当はろう教師
鳥 越 隆 士
2人。 教師も児童もみんな声を使わず手話だけで話して
いる。 通常の授業でなく, 日本からお客さんが来るとい
うので, 特別の授業が設定されていた。 まず互いに自己
紹介を行い, 私の方からは日本の紹介をしたり, 日本の
手話を少し披露した後, 質問を受けながら, 手話で交流
をした。 児童はしっかりと手話で自分のことが語れる印
象を受けた。
G氏に現在の統合への準備状態についてうかがった。 
相手側の基礎学校は400人。 統合後は, 聴覚障害児たち
は通常クラスに在籍する予定らしいが, どのよう な形態
をとるのか, 今議論の最中とのこと。 ヘルシンキ市域に
200人ほどの聴覚障害児がいる。 う ち3 分の 1 が支援な
しで通常の学校に通い, 3 分の 1 が支援を得ながら通常
の学校に通っている。 残りがここと別の特別学校に通っ
ているとのこと。 通常の学校との統合 (あるいは学校へ
の吸収) は他の特別学校でも計画されているとのことで
あった。 ただ聴覚障害児の集団が確保されているのはこ
の学校のみとのことであった。
統合後
統合後に訪問を3 回行った (2016年, 2017年及び2018 
年 )。 以下, 主と して2016年に得た内容を中心に記す
( それ以降の訪問で新たな情報があった場合は, その訪
問年とともに示す)。 学校の案内とイ ンタ ビューは引き
続きG氏にお願いした。
まず統合後の状況についてうかがった。 全児童は400 
名で, うち聴覚障害児は46人である。 統合前後で人数の
大きな変化はなかった (2017年, 2018年に関しても大き
な変化はなかった)。 ろう児は19人, 難聴児は27人であっ
た (c l 児は先に示したよう に音声への依存によって, 
ろう児か難聴児に分けられている)。 聴覚障害児は5 ク
ラスに分かれている。 聴覚障害児に関わる教師は, 統合
後も継続して関わっており, ろう教師2 人, ろうのアシ
スタント2 人も変わりがない。 別にコーダで手話のでき
る教師が1 人いる。 また手話通訳者は採用されていない
(2017年以降, 通常の学級への部分的イ ンクルー ジョ ン
が広がったため, 手話通訳者が複数人採用されている。 
これについては後述する)。
まず1 年から3 年の 7 人のろう児クラスの手話の授業
を見学した。 ろう教師1 人が担当していた。 またアシス
タント教師3 人がいずれもクラスにいる重複障害児のた
めに特別に配置されていた。 スマート ボードを用いて, 
絵と手話のマッチングをするゲームで学習を行っていた。 
2017年にもこのクラスを見学しているが, その時は, フィ
ンラ ンド語の授業で, みんなですごろく ゲームをしなが
ら, フィ ンランド語と手話単語の学習を行っていた。 た
だ重複児 1 人は, 教室の別のところでアシスタント教師
により1 対 1 の指導がなされていた。 いずれにおいても, 
手話で指導が行われているが, 児童の両親の多くが外国
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人 (東欧やアフリカ) で, 手話が母語と言っても, フィ
ンランド手話以外であったり, あるいは出生国で教育そ
のものを十分に経験していない児童も含まれていた。 担
当教師によると, なかなかカリキュラム通りの授業はで
きず, また学年もレベルも様々なので児童に合わせて内
容や方法を工夫しながら授業を組んでいるとのことであっ
た。
次もろう児クラスを見学した。 児童は7 人で, 学年は
5 年生から9 年生までであった。手話の授業で, 担当は, 
ろう教師であった。 内容はフィ ンランドの伝説的な物語
「ヵ レワラ」 についてで, OHPにカレワラの絵を示しな
がら, ろう教師がその内容を手話で語っていた。 児童が
一生懸命教師の語りを見ているのが印象的であった。 語
りのあと, 教師が児童一人一人に発問し, 内容の理解を
確認していた。 児童同士の対話もあり, しっかりとした
手話による授業が行われている印象を受けた。
難聴児が通常学級で授業を受けている様子を見学した。 
難聴児は学力や音声語の活用程度によって, フルに通常
学級に在籍している者と一部の授業のみ通常学級で学習
する者がいる。 8 年生 ( 7 人) の英語の授業にCI児が
一人参加していた。 書きの活動が中心で, 個別にドリル
を進めていた。 教師は声だけで授業を進めていて, 本人
も周りにも手話の使用は見られなかった。 限定的である
が, 難聴児のクラスに聴児が入って学ぶ授業もあった。 
中学生のフィ ンランド語の授業であった。 難聴児5 人に, 
聴児 2 名が加わっていた。 聴児は移民のバックグランド
があり, フィ ンランド語の学習が遅れていたとのこと。 
教師は, FM マイクを使用しながら, 手話も時々併用し
て授業を進めていた。
2016年の訪問時には, イ ンクルーシフな取組は音声語
の可能な難聴児のみに限定されていたが, 2017年の訪問
時にはろう児にも拡張され, 学校に3 人の手話通訳者が
採用されていた。 ITの授業を見学した。 IT専科の教師
が, 5 人の生徒 (ろう児1 人, 難聴児 2 人, 健聴児 2 人) 
を相手に授業を行っていた。 この授業では, ろう児に対
して手話通訳が配置されていた。 ただ各自でコンピュー
タを操作する授業なので, 一斉の指導の時, なかなか手
話通訳を見ていないこともあった。 教師が巡回指導して
いるときは, 教師の背後で手話通訳がなされ, 通訳がしっ
かりと機能している印象を受けた。
課外活動として手話クラブ(週に1 , 2 回) があり, 
見学した。 手話の指導は, ろう者でなく聴覚障害児教育
の経験のある副校長が担当。 手話の単語を中心に指導し
ていた。 参加者は聴児ばかりで20名程度。 聴覚障害児の
参加はなかった。 ろう児がいる教室やフロア一以外では, 
手話を見ることがなく, なかなか学校全体で手話に取り
組むという印象はなかった。 ろう教師によると, 通常学
級の先生の中で積極的に手話を学ぶ, あるいは関心を持
聴覚障害児のインクルーシフ教育の展開 ( 4 ) 
つ先生はあまりいない。 また手話に関する教員研修も行
われていないとのことであった。
2018年にろう教師のH氏にイ ンタ ビューをすること
ができた。 彼女は, 大学で教員資格を得た後, 15年ほど
ずっとこの学校に勤めている。 統合前後の変化について
話をうかがった。 特別学校の時は, すべての教師が, 手
話ができたが, 統合後, 基礎学校の教師はもちろん手話
ができない。 手話に関する教員研修もないようだ。 職員
室は同じだけれども, 特別学校の先生だけが集まって手
話で話していることが多い。 統合のメ リ ットは, やはり
難聴児に大きい。 家族も, 聴児と一緒に学習する経験が
できるので, それは将来にとってメ リ ットがあると感じ
ているよう だ。 ただろう児にとっては限定的。 少しずつ
一緒に学ぶ機会が増えているが, 言語の問題もあるので, 
体育とか美術, 家庭科など実技科目く らいが妥当と考え
ている。 フィ ンランド語や算数など, 言語が重要な役割
を持つ科目は, やはり手話の環境でしっかりと学習する
ことが必要だと考えている。 ただ現実に周りに聴者が多
くいるので, ろう教師が彼らと手話通訳者の助けを借り
て, う ま く コミ ュニケーショ ンをとり ながら仕事をする
姿を聴覚障害児たちに示すことは, とてもプラスになる
と感じている。
G氏に統合前後の変化, さらに統合後の5 年間の変化
についてうかがった。 統合の大きな変化のうち, デメリ ッ
トは, 校長が 1 人になったこと。 特に統合した当時, 校
長は通常の教育の経験しかないため, そもそも聴覚障害
や手話について何も知らず, 苦労したとのこと。 現在の
校長は, 特別支援教育の出身で, とても話がしやすくなっ
ているとのこと。 メ リ ットとしては, 教員の数が増え, 
しかも職員室が1 つで, 基礎学校の教師といつも顔を合
わすことができる。 彼らはそれぞれ専門を持っているプ
ロなので, 彼らから大いに刺激を受けているとのこと。 
また実際, 聴覚障害児を担当する教員は少ないが, 職員
室の中でいろんな情報を交換でき, 役立っている。 聴覚
障害児の数に大きな変化はない。 ただ重複障害児が増え
たこ と, また移民のバックグラ ンドを持っている児童生
徒も増えている。 ただこれは都市部に学校があるからで
あろう。 聴覚障害児だけの問題でなく, 健聴児も同様で
ある。 この学校の児童全体としておよそ30%が移民のバッ
クグランドを持っている。 ただ聴覚障害児ではその割合
がさらに高く なる。 統合後の取組として, フィ ンランド
語が十分でない聴児と聴覚障害児が一緒に学ぶ取組も模
索しつつ実践している。 学校の統合後, イ ンクルーシフ
な取組も拡張している。 統合当初は, 音声が使える難聴
児に限られていたが, 現在はすべての聴覚障害児が部分
的にではあってもイ ンクルーシフな取組に参加している。 
これはフィ ンランドの教育法で保障されていることで, 
行わなければならないことでもある。 そのため手話通訳
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者の採用も増えた。 常時6 名程度の手話通訳者が学校全
体で働いているとのこと。 そのため学校内で手話を見る
機会も増えている。 また最近の取組と してco-teaching 
を始めている。 私のクラスの難聴児はほとんど手話がで
きるが, その難聴児たちと私が一緒に通常学級に行って
授業を受ける。 通常学級の教師と私が一緒に授業を行う。 
私は手話と口話併用の方法で, 難聴児に対してだけでな
く, 聴児に対しても指導を行う。 通常学級の教師も肯定
的に受け止めている。 聴児は聴覚障害のことをあまり知
らないこともあり, 授業の中でいろんな知識を与えてい
る (大きな音を出さないことへの注意喚起, 補聴器を通
した音の体験など)。 この取組を今後広げたいと考えて
いる。
まとめ
地方自治体が運営する特別学校でも聴覚障害児の在籍
数が減少する中, 通常の学校 (基礎学校) との共同事業
や統合に向かった取組が行われていた。 特に音声語が可
能な難聴児を中心に通常学級で授業を受けるイ ンクルー
シフな取組が増えていた。 さらに後者の学校では, ろう
児への取組も試みられつつあり, その際手話通訳の配置
も行われている。 またco-teaching によう に通常学級で
のバイ リ ンガル教育の取組も始まったばかりである。 た
だろう教師は 「ろう学校」 的な環境がなおも重要との認
識を持っていた。 言語としての手話の枠組みで, コーダ
に対する手話指導の取組も試みられつつある (特に前者
の学校で)。 
5 . 地域の基礎学校での先進的取組
聴覚障害児教育の調査を行う中, イ ンクルーシフであ
り, なおかつ手話言語と音声言語のバイリ ンガルをめざ
す , Co-enrollment の試みが始まったとの情報を得た。 
ヘルシンキ郊外にある基礎学校にろう児2 人 (双子の姉
妹, 両親もろう者) が就学したことを契機に, ろう教師
1 人と手話通訳者2 人が学校に採用され, 手話を活用し
たイ ンクルーシフな取組が始まった。 この学校に2017年
と2018年に訪問し, 授業見学と教師へのイ ンタビューを
行った。
クラスは1年生 (2017年当時) で, 20名。 うち, ろう
児 2 人 (ただこの日は1 人のろう児は病気のため欠席し
ていた)。 朝の会。 机はコの字になっている。 子どもた
ちの一部はコの字の内側に寝そべり, 他の子は自分の机
のところに座っていて(ただしバラ ンスボール) , リラ ッ
クスした状態。 ろう児は右側の真ん中あたりに座ってい
る。 ストーリータイムで, 教室の前の左端 (コンピュー
タが置いてある) に健聴の主教師 (以下, MT とする) 
が立って, 物語の本を声で読む (FM マイクを装着)。 
その横に通訳者2 人が並び, 一人が通訳, もう一人は通
訳のサポート を行う (あるいは交代して通訳する)。 ろ
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う教師は前の右端の方に座っている。 ろう教師は通訳者
の手話をろう児と見ている。 ろう教師が時々ろう児の方
を見て, 話しの内容を理解しているか確認している。 時
にろう教師がろう児と手話で対話しているときもある。
次にフィ ンランド語の授業。 この時は, 学習している
テキストの内容を歌にしたDVD を見る。 みんな一緒に
声を出して歌っている。 歌に合わせて机をたたいてリズ
ムを取ったり, 踊ったり している子どももいる。 通訳は
歌を手話にして表現。 ろう教師はそれを真似して, 歌に
合わせて手話で表現していた。 ろう児はそれをじっと見
ていた。 歌が終わり, M Tがテキスト (スクリーンに投
影されている) を音読したり, 質問をしたり して, 子ど
もたちと対話をしながら授業を進める。 手話通訳はM T 
の横で通訳する。 ペアリーディ ングの時間。 子どもたち
は 2 人ずつになって, 互いにテキスト を読みあう。 場所
は様々。 コの字の内側に座ったり, 廊下に出たりする。 
聴児がろう児に一緒に読もう と誘い, コの字の内側に座
る。 通訳者が聴児の背後に座り, ろう教師も近くに座る。 
交代しながら読み進めていく。 ろう児が読むときは, 手
話で表現し, それを通訳が声にする。 聴児が読むときは, 
通訳が声を手話に変えていた。 通訳が手話をしていても, 
ろう児がそれを見ずテキスト を見ていたので, ろう教師
が手話を見るようにろう児に伝える。 ろう児は手話通訳
をまだ十分に活用できていないのかもしれない。 M Tは
健聴児ペアのところを回って個別に指導している。 ろう
教師もろう児の様子をしばらく見ていたが, 他の聴児の
ペアのところに巡回指導に行く。 1 人の通訳がろう教師
と同行する。 ろう教師は, 聴児に対しては自身の声でしや
べり, 聴児の発言は通訳者が手話にしてそれを見て理解
する。 聴児は自ら手話でろう教師と コミ ュニケーショ ン
を取ろう とすることはなかった。
次の社会の時間は, ろう教師が授業を行った。 地図の
見方を教える内容で, OHPに地図を示しながら, それ
を手話で説明していく。 手話通訳者が声に変えていく。 
M Tは教室を巡回しながら個別に児童のサポート を行っ
ている。 ここでもペアでの作業。 席の隣2 人ずつでペア
になり, 配布されたワークシートの課題を一緒に話し合
いながら解決していく。 ろう児も隣の聴児とペアになり, 
2 人の前に通訳者が座り, 3 人で一緒に作業をしていく。 
教師が巡回して指導するとき, MTが聴児を, ろう教師
がろう児をという よう に役割を決めていないよう だ。 
M Tがろう児を指導するときもあるし, ろう教師が聴児
を指導するときもある。 その際には必ず手話通訳者が傍
らに待機しており, 必要な時に手話通訳をしていた。 ま
たすべてではないが, 通訳者がM T と聴児の指導の様子
をろう教師にたびたび通訳していた (ろう教師と聴児の
対話については, 両者と も声を使用することが多 く, 
M T にはオーバーヒアリ ングすることが可能)。 教師同
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士の連携, 協働にも配慮しているのだろう。 ただ聴児同
士の会話は通訳されるこ とはなかった (M T はオーバー
ヒアリ ングが可能であるが)。
休態時間や観察終了後にMTやろう教師にインタビュー
を行った。 M Tは教師歴30年のベテラ ンであるが, ろう
児を担当するのは初めてで, 当初どう なるかと思ったそ
う だ。 現在は, ろう教師とうまく できていると感じてい
るとのこと。 ろう教師は, ろう学校での教職経験を持つ。 
ただ基礎学校のクラス担当教員になるには, フィ ンラ ン
ドでは修士の取得が必須で, 今修士課程で学習中とのこ
とであった。 まだこのクラスがスタート して1 年ほどで, 
2 人とも試行錯誤が続いているとの認識を持っている。 
この学校でのろう児に対する支援は, 特別支援教育の枠
組でなく, 手話が言語であり, それに関わる意法に保障
された取組と して行われている。 ろう児の両親はろうで, 
フィ ンランド手話が彼女の母語と考えられている。 他の
言語でも, 必要性が認められれば, その言語を使用する
教師が採用されることがあるそう だ。 ただ聴児の場合, 
母語がフィ ンランド語以外であっても日常的にフィ ンラ
ンド語に接していれば, その能力 (学習言語も含め) は
いずれフィ ンランド語を母語とする子どもたちに追いつ
いていく と考えられるが, ろう児の場合, フィ ンランド
語入力は制限されたままなので, なかなか同等には発達
しない, いずれ第二言語と してのフィ ンランド語を取り
出して指導する必要が出てく るのではと感じているとの
ことであった。 取り出し指導ということでは, 週に2 時
間 「母語と してのフィ ンランド手話」 をろう教師が行っ
ているとのことであった。 ただこの取組も, 枠組みは国
によって示されているが, 具体的な内容は各学校 (ある
いは地方自治体の教育委員会) に任されている。 今はク
ラスにろう教師と通訳者2 人が配置されているが, 来年
も保障されているわけではないとのこと。 他の似たよう
な取り組みをやっている学校や諸外国の実践なども参考
にしながら態勢を充実させていく ことも必要との認識を
持っている (なお2018年の訪問時も, 同様の態勢でろう
児への支援が継続されていた)。 
6 . 考察
本調査では, 手話の活用という視点から, フィ ンラ ン
ドの特別学校での現状と課題を現地調査により明らかに
することを試みた。 国立の特別学校では, まず聴覚障害
児の在籍数が非常に少なく なっていること, 特に手話を
母語とするろう児が激減し (児童の集団が確保されてい
るところでは, バイリ ンガル教育は実施されてはいるが) , 
バイリ ンガル教育そのものの実施が困難になりつつある。 
その結果, 障害を越えた取組 (盲学校との統合やクラス
に他障害や重複障害を含めた構成) が広がり, たとえ手
話を活用しても, 手話そのものの質が低下 (口話付き手
聴覚障害児のインクルーシフ教育の展開 ( 4 ) 
話など, トータルコミ ュニケーショ ンの枠組みへの変成) 
しつつある。 難聴児やCI児に対しても, 第二言語と し
ての手話の役割についての認識が欠如あるいは認識され
ていても制度と してそれに対応するシステムが構築でき
ていない状況がある。 地域支援として遠隔指導でろう児
やコーダ児に手話を指導する試みが広がりつつあるが, 
その経費を自治体が負担することにより, 必ずしも継続
的で, また十分な取組になっていないことが示された。
聴覚障害児の在籍数が減少する, 地方自治体が運営す
る特別学校では, 通常の学校 (基礎学校) との共同事業
や統合に向かった取組が行われていた。 特に音声語が可
能な難聴児やc l児を中心に通常学級で授業を受けるイ
ンクルーシフな取組が増えていたが, ろう児への取組も
試みられつつあった。 その際手話通訳が配置されたり, 
co-teachingのよう な試みが始まったり していた。 新たな
バイリ ンガルろう教育の取組と言えるだろう。 また国立
学校と同様, 言語としての手話の枠組みで, コーダに対
する手話指導の取組も試みられつつあった。
そのよう な中, 基礎学校でのバイリ ンガルな取組も始
まっており, 様々な試行錯誤がなされていることが明ら
かになった。 同時に, 従来同様のプログラムで明らかに
なっているよう に, 聴児とろう児の社会的な学習を醸成
するような直接的な関わり, 音声言語と手話言語の分離, 
及びろう児にと ってのオーバーヒアリ ングの制限による
学習経験 (言語入力) の減少が課題であった (Torigoe, 
2016)。 これまでのCo-enrollment プログラムの分類では, 
通訳プロミネント と コ ・ ティ ーチ ・ プロミネントの2 つ
の形が見いだされた (鳥越, 2016) が, 本プログラムで
は , コ ・ ティ ーチであり, なおかつその一人がろう者で
あるため手話通訳も配置されるという支援態勢と しては
非常に恵まれた環境が整備されている点, 注目に値する。 
ただ教師の試行錯誤を行っているとの発言にあるように, 
それらの活用をろう児の学習につなげ, また教室をバイ
リ ンガルにすることになお苦慮している印象も受けた。 
今後の取組の発展を追い続けたい。 
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注 1 ) 手話やろう者に関しては, 「障害」 と 「言語」 と
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してのそれぞれの枠組みが前景, 背景となって ( ある
いは共存して) きた。 前者が前景となると, 特別支援
教育の枠組みで語られ, 聴覚の障害に焦点化され, 手
話に関わっては 「ろう者」 という言葉が使われる。 後
者が前景になると, 手話は少数言語であり, 話者はマ
イ ノ リティ社会の成員となる。 聴覚に障害があるかど
うかよりも, 手話が母語であるかどうかが重要になる。
フィ ンランドは他の北欧諸国よりやや遅れてバイ リ ン
ガルろう教育が導入されたため, その分, 理論的にも
進んだと言えるのかもしれない。 後者の枠組みがより
前景化されている。 ろう学校の教員養成も, 特殊教育
の枠組みでなく, 「手話を使う通常教育」 の教員養成
という枠組みで実施されてきた。
注2 ) 2015年にRitva Takkinen氏を日本に招聘し, 日本
の学校視察の他, フィ ンランドの教育に関する情報を
得たり, 意見交換を行ったりした。 そこで得た情報は,
私信として本論文で使用している。 
引用文献
Antia, S.D., Kreimeyer, K.H., & Reed, S. (2010)
Supporting students in general education classroom. In
M Marschark, & E.P.Spencer, (Eds ) , Oxford handbook 
of deaf studies, language, and education, vol,2. Oxford
University Press, pp 72-92.
Bowen,S.K. (2008) Coenrollment for students who are 
deaf or hard-of-hearing: Friendship patterns and social 
interactions, American Annals of the Deaf, 153(3) , 285-
293.
Cemey,J. (2007) e ed cafzon in merzca・ ozces of 
c z ren f rom zncfuszon so前ngs, Ga11audet Universi
Press.
Kirchner,C. (1994) Co-enrollment as an inclusion model.
American Annals of the Deaf 139(2), 163-164.
Kreimeyer, K.H., Crocke,P., Drye,C. Egbert, V., & Klein,
B. (2000) Academic and social benefits of a co-
enrollment model of inclusive education for deaf and 
hard-of-hearing children. Journal of Deaf Studies and
Deaf Education, 5, 174-185.
鳥越隆士 (2011) 聴覚障害児のイ ンクルーシフ教育の展
開 (1) : ノ ルウェ ーのco-enrollment プロ グラ ムの事
例から 兵庫教育大学研究紀要, 39, 47-58.
鳥越隆士 (2012a) 聴覚障害児へのイ ンクルーシフな教
育実践に関する研究動向 特殊教育学研究, 50(1) ,
87-96.
鳥越隆士 (2012b) 聴覚障害児のイ ンクルーシフ教育の
展開 (2) : イ タリ ア及び米国の公立小学校でのco-
enrollment プログラムの事例から 兵庫教育大学研究
紀要, 41, 15-25. 
鳥 越 隆 士
鳥越隆士 (2013) 聴覚障害児のインクルーシフ教育の展
開 (3) : 難聴学級を持つ公立小学校での手話導入 ・ 活
用の試み 兵庫教育大学研究紀要, 43, 37-49.
Torigoe,T. (2016) Ethnographic study of a co-enrollment 
program for deaf and hard-of-hearing pupils in the
USA: Focusing on classroom activities, Journal of
Modern Education Review, 10, 693-703
鳥越隆士 (2016) 手話の活用とインクルーシフ教育の共
存をめざして 手話 ・ 言語 ・ コミ ュニケーショ ン, 3 ,
68-110.
鳥越隆士 ・ クリスターソン, G. (2003) バイリ ンガルろ
う教育の実践, 全日本ろうあ連盟出版局
ワーチ, J.v . (2004) 心の声 : 媒介された行為への社会
文化的アプローチ (田島信元・ 佐藤公治・ 茂呂雄二・
上村佳世子訳) 福村出版
38 
